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第1回 歯科保健検討委員会 論点整理メモ  

（1）乳幼児期・学齢期について  

○ 歯科保健については、大人になってからではなく、こどものうちから理解させておく   

ことが重要ではないか。  

○ むし歯が多い地域を把握して、対策を講ずるべきではないか。  

○ こどもに知識を伝え、歯みがき指導や食生活指導を行う体制を構築するぺきではない   
か。  

○ 地域や施設で行っているむし歯予防対策の効果を評価できる体制づくりが、今後必要   

ではないか。  

（2）成人期につい  

○ 歯周疾患検診の受診率を上げる対策を講ずるぺきではないか。  

○ 歯科検診受診の推進については、住民意識を上げる対策を諦ずるぺきではないか。  

○ 歯科検診受診の推進については、特に男性をターゲットにした対策を諦ずるべきでは   

ないか。  

○ むし歯と歯周病の他に口腔粘膜疾患の普及啓発も併せて行うぺきではないか。  

○ 職場の歯科検診については、法律の位置づけに乏しければ、費用もかかることもあり、   

取り組みに一定の限界があるのではないか。  

（3）高齢期につい  

○ 要介番状態になる前の健康なうちから、健康教育等の対策を講ずるべきではないか。  

○ 高齢者に付き添う家族に対して、歯科口腔保健の啓発を行うぺきではないか。  

○ 高齢者診療に関わる医師に対して、口腔ケアの普及を行うぺきではないか。  

○ 地域包括支援センターに対して、歯科口腔保健の重要性をもっと伝えるぺきではない   

か。  

○ 特養入所者に対して、噛んだり飲み込んだりすることの支援が必要ではないか。  

○ 歯科衛生士が多職種連携の中で動けるような体制を構築するぺきではないか。  

0 8020達成者は医療費が少ないことの広報を進めるべきではないか。  

（4）その他・全体につい  

○ 県で歯科口腔保健を推進するために、条例・計画といったものが必要ではないか。  

l●   



0口腔の健康は、国民が健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割  
0国民の日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組が口腔の健康の保持に極めて有効  

和上に寄与するため、歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持（以下「歯科口腔保健」）の推進に  ≧合的に  

①国民が、生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うとともに，歯科疾患を早卿こ発見し、早期に治療を受けることを促進  

②乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔とその機能の状態及び歯科疾患の特性に応じて、適切かつ効果的に歯科口腔保健を推進  
③保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連施策の有機的な連携を図りつつ、その関係者の協力左得て、総合的に歯科口睦保健を推進  

①国及び地方公共団体、②歯科医師、歯科衛生士等、③国民の健康の保持増進のために必要な事業を行う者、④国民について、真務を規定  

※国及び地方公共団体は、必要な財政上の措置等を講ずるよう努める。  

厚生労働省：関係部局との横断的な連携が必要なため「歯称口腔保健堆進室」を設置 
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・○・第1回歯科口健保健の推進に関する専門委員会  

1之月8月（木），ユ3：30～’1530、．進め方、輪点整理  

第3増機構棒鱗嘩  

月、2‡′日・ミ（水）1l  － 12  

・第1固ワーキンググループ  

1Z月27日（火）15こ30～17：30、基本的方向性  

第重回顧擦龍渡渉貼一誘  

棚橡滝腱耶離闇勝越蜘瞑絹張  

僅）   

第32回地域保健健康栄養増進部会   

1月23日（月）1i：00～16：00  
ー  ■  

第33回地域保健健康栄養増準部会  
2月28日（火）15：00～17：00 

第34回地域保健健康栄養増進部会   

4月下旬～5月下旬頃  

虫
V
 
 
 



且．6歳児 聾Å平均む』歯数等の年次推移  

むし歯数は、0．22本（Hユ）う0．07本（H21）と年々減少している。  
むし歯有病者率は、・7．36％（Hl）⇒2．52％（H21）と年々減少している。  

一
人
平
均
む
し
歯
数
（
本
）
 
 

む
し
歯
有
病
者
率
（
％
）
 
 
 

HI H2  日3  日4  H5  日6  日7  H8  日9 HlO Hll H12 日13 日14 H15 日16 日17 日18 H19 H20 H21  

（母子嘩健課一歯科保健課調べ）  
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3歳児 中火平均怒張歯数等の年次推移  

むし歯数は、2．9b本（Hl）う0．87本（H21）と年々減少している。  
むし歯有病者率は、55．8・％（Hl）う22．9％（H21）と年々減少し七いる。  
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（母子保健課・歯科保健課調べ）  
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年齢階級・  

（歯科疾患実態調査）  
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歯周疾患検診の実施市区町村数及び  
検診実施率め年次推移  

奈良県の検診実施率は全国と同程度  

平成17年度  平成18年度   平成19年度  平成20年度  平成21年度   

′  

実施市区町村数   964   959  950   954   941   

t【県内実施市町村数】】  【21】  l【19】l  

検診実施率（％）   52．3％  52．5％   52．3％   53．0％   53．9％  

【県内検診実施率（％）】l  l【48．7％】l  【53．8％】  l【48．7％】l  l【59．0％】  【53．8％】l  

全国市区町村数   1，844   1，827  1，816   1，800   1，746   
【凛内市町村数】   【39】  【39】  l  【39】l  l 【39】l  l  【39】  

注）検診実施率＝（実施市区町村数／全国市区町村数）×100  

出典二地域保健・健康増進事業報告  
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国・奈良県とも低い。  対象年齢の人口に占める受診者の割合は、   

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年  

※使用した人口データ  

平成17年  国勢調査  
平成18～21年国：人口堆計、県；年齢階横市町村別人口  

（住民基本台帳及び外国人登録に基づく人口による）  
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平成24年1月23日  

「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」改正案  

～第二次健康日本21～  

骨子（案）   

この方針は、我が国における高齢化の進展や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣及び社  

環境の改善を通じて、子どもから高齢者まで全ての国民が共に支え合いながら希望や生きが  

いを持ち、ライフステージに応じて、健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現する  

ことができるよう、国民の瞳康の増進の絵合駒な推進を図るための基本的事項を示すもの。  

1．健康寿命の延伸と健康格差の縮小   

・生活習慣病の予防及び社会生活を営むために必要な機能の維持・向上等により、健   

康寿命の延伸を英現する。   

・あらゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境を構築することにより、健  

康格差（個人の生活習慣や社会環境の違いにより生じる健康の集団特異的な違いを  

いう。）の縮小を実現する。  

2・生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCP（非感染性疾患）の予防）   

・食生活の改善や運動習慣の定着等の一次予防に重点を置いた対策を推進するととも  

に、合併症の発症や症状進展などの重症化を予防することも重視す卑。  

3．社会生活を営むために必要な機能の維持・向上   

・日常生活の自立を目指し、若年期から高齢者まで、すべてのライフステージにおい  

て、心身機能の強化・維持に取り組む。   

・将来、生活習慣病に罷患することがないよう、子どもの頃からの健康な生活習慣づ  

くりに取り組む。   

・働く世代のストレス対策等により、ライフステージに応じた心の健康づくりに取り  

組む。  

4．健康を支え、守るための社会環境の整備   

・個人が主体的に健康づくりに取り組みやすい支援的環境を整備する。   

・地域や世代間の相互扶助が機能することにより、時間的にゆとりのない者や、健康  

づくりに関心のない者なども含めて、社会全体として、相互に支え合いながら、健  

康を守る環境を整備することを重視する。  

9   



5．多様な関係者による連携のとれた効果的な健康増進の取組の推進   

・地域や職場等における対象者の特性やニーズ■対象セグメント別の健康課題等を十  

分に把握し、環境が健康に及ぼす要因を踏まえ七、ライフステージや性差に応じた  

健康づくりに取り組む。   

・国民の主体的な健康増進の取組を支援するための情報を分かりやすく国民に伝える  

ことができるよう、保健事業における健康相談、健康教育など多様な経路により、  

きめ細かな情報提供を推進する。   

■学校俸健対策、産業保健の保健指導、健康関連産業の育成等、他の関係行政機関、  

健康増進事業実施者、医療機関、教育機関その他の関係者が相互に十分連携をとっ  

て国民の健康増進を図る。  

Tr，∵√Tl∵． 

1．目模の設定と評価  

・国民運動を効果的に推進するためには、健康づくりに関わる多くの関係者が共通の  

認識として持つ科学的根拠に基づいた、実態把握が可能な具体的目模を設定する必  

要がある。  

・国民運動の対象期間を10年間に設定した上で必要な目模を設定する。  

・国民運動の成果については、運動開始後5年度目を目処に中間評価を行うとともに、  

対象期間の最終年度に再度評価を行うことにより、その後の健康づくり運動に反映  

できるようにする。  

2．健康増進を推進するための目標   

（1）健康寿命の延伸と健康格差の縮小の実現に関する目標  

・健康寿命の延伸  

一健康格差の縮小  

（2）主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防に関する目模  

①がん  

・がんの年齢調整死亡率の減少、がん検診の受診率の向上  

②循環器疾患  

・脳血管疾患、虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少、高血圧の改善（平均血圧  

値の低下）、脂質異常症の減少、メタボ予備群■メタボ故当寺の減少、特定健診・  

特定保健指導の実施率の向上  

③糖尿病  

■合併症（糖尿病性腎症による透析患者数）の減少、治療中断者・未治療者の減  

1り   



少、・糖尿病有病者の減少、メタボ予備群・メタポ該当者の減少（再掲）、特定健  

診t特定保健指導の実施率の向上（再掲）、   

④慢性閉塞性肺疾患（COPD）  

t copDの知識の普及と早期発見の促進  

（3）社会生活を営むために必要な機能の維持・向上に関する目標   

①こころの健康  

■自殺者数の減少、，強いうつや不安を感じている人の割合の減少、ストレスを感  

じた人の割合の減少、メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合の   

・・増加、子どもの心の支援環境の充実   

②次世代の健康   

，健康な生活習慣．（栄養・食生活、運動、睡眠）を有する子どもの割合の増加、  

全出生数中の嘩低出生体重児・低出生体軍児の割合の減少   

③高齢者の健康  

・享介護状態の高齢者の割合の減少、認知機能低下ハイリスク高齢者の発見率の  

向上、、骨組髭症者の割合の減少、ロコモティブシンドロ」ム（運動器症候群）  

を認知している国民の割合の増加、就業又は何らかの地域活動をしている高齢  

者の割合の増加  

（4）健康を支え、守るための社会環境の整備に関する目標   

・地域のつながりの強化（居住地域でお互いに助け合っていると思う国民の割合の  

増加）、健康づくりを目的とした嘩民鱒織活動の増加‘地域の辞に依拠した健康  

づくりの場の増加、身近で気軽に専門的な支援一相談が受けられる拠点づくりの  

促進、健康格差対策に取り組む自治体の増加  

（5）国民の健康の増進を推進するための生活習慣の改善及び社会環境の改善（NCD   

リスクの低減等）に関する目標 

①栄養・食生活   

t適正体重を維持している人の増加（肥満、やせの減少）」適切な畢と質の食事  

をとる人の増加（主食・主菜・副菜．を組み合わせて食べ七いる人の増加、塩分  

摂取量の減少、野菜と果物の摂取量の増加）、共食の増和（子ども、高齢者等）、  

栄養成分表示を行う食品数の増加、適切な栄養管理を英施する給食施設数の増  

加   

②身体活動・運動  

・日常生活における歩数の増加、運動習憤者の割合の増加、安全に歩行可能な高  

齢者の増加、歩道や公園など運動しやすい環境づくりに取り組む自治体の増加   

③休養  

丑，且   



・十分な睡眠の確保、過労働時間60時間以上の雇用者の割合の減少  

④喫煙  

・成人の喫煙率の低下、未成年者の喫煙をなくす、妊娠中の喫煙をなくす、受動  

喫煙（家庭・職場・飲食店・行政機関・医療機関）の割合の低下  

⑤飲酒  

・ハイリスク飲酒者の割合の低減、未成年者の飲酒をなくす、妊娠中の飲漕をな  

くす、飲酒による他者への悪影響の低減  

⑥申の健康  

・幼児・学齢期のう蝕のある者の減少・地域格差の縮小、歯周病を有する者の割 

合の減少、歯の喪失防止、口腔機能低下の軽減、歯科検診の1受診者の増加  

指獅持  

1．健康増進計画の目梯の改定と評価  

■都道府県■市町村の健康増進計画の策定に当たっては、地域の実情を踏まえ、人口  

動態、医療・介護に関する統計、特定健診データ等を活用し、独自に到達すべき目  

模を設定し、定期的に評価及び改定を実施すべき。■   
■都道府県においては†全国的な健康増進の目標のうち、代表的なものについて、地  

域の実情を踏まえた住民に分かりやすい目標を提示すべき。 －   

・市町村においては、国や都道府県が設定した目模を勘案しつつ、具体的な各種の施  

策、事業等に関する目標に重点を置いて設定すべき。  

2．計画策定の留意事項   

・都道府県は、健康増進計画の策定及び関係者の連携強化について中心的な役割を果   

たすことができるよう、地域■職域連携推進協産金を設置・活用し、健康増進計画  

に反映させる。   

・都道府県は、市町村の計画策定支援を行うとともに、必要に応じ、市町村ごとの分   

析を行い、地博聞の健康格差の是正に向けた目標を設定するよう努める。   

・保健所は、地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠点として、地域の実情に応じ、  

市町村における計画策定の支援を行う。   

・健康増進計画と関連する都道府県・市町村において策定する他計画との調和に配慮  

する。   

・市町村は、健康増進のための目標を達成するまでの過程及び目模の評価において、  

住民が主体的に参加し、－その意見を積極的に反映できるよう留意する。  

、r2   



四 塾長壁・栄・調査 の の健 の 進に する喜査及び研究に する基 的な・項  

1．調査の実施及び活用  

・国は、健康の増進を推進するための目模専を評価するため、効率的に国民健康・栄養   
調査等の企画を行い、実施する。この際、・生活習慣病の改善のほか、社会環境の改善   

に関する調査研究についても推進していく。  

・国、地方公共団体、独立行政法人等は、国民健康・栄養調査、国民生活基礎調査、健   

康診査、保健指導、診療報酬明細書その他の各種統計等の情報等を基に、個人情報の   

保護に留意しつつ、現状分析を行うとともに、健康増進に関する施策の評価及び推進   

の際に十分活用するほか、当該情報等の積極的な公表に努める。  

・国、－自治体が収集する検診結果等の健康情報を個人が活用するとともに、ICTを活   

用して皇国規嘩で健康情報を収集・分析し、効果的な生活習慣病対策を実施す卑こと  

ができる仕組みを構築する、。  

2．研究の推進  

■国、地方公共団体、独立行政法人等は、国民の社会環境や生活習慣と生活習慣病との   

関連等に関する研究を推進し、研究結果に関して的確かつ十分な情報の提供を行う。  

海産車重菱癒着間痙お注惑蓮j  

各保健事業者が質の高い保健サービスを効果的かつ継続的に提供し、転居、転職、退職  

等にも適切に対応し得るよう、保健事業の実施に当たって、既存の組織の有効活用のほ  

か、地域■職域連携推進協譲会等が中心となり、保健事業者相互の連携の促進を由る。  

第六＿・・食生活i；‥運動ミア休養云・飲酒、喫煙」・一歯の健康の保持・  

1．基本的な考え方   

・情報提供はマスメディア、ボランティア、産業界、学校教育等多様な経路を活用し、  

かつ、その内容は科学的知見に基づ号分かりやすく、取組に結び付きやすい魅力的、  

効果的かつ効率的ものとなるようエ夫する。   

・生活習慣に関する正しい知識の普及に当たっては、家庭、職場、地域等の社会環境  

が生活習慣に及ぼす影響の重要性についても認識を高めることができるようエ夫す  

る。   

■情報提供に当たっては、特定の内容が強調され、誤った情報として伝わることがない  

よう留意する。  

2．普及月間   

・9月を健康増進普及月間とし、広報を推進する。併せて、食生活改善普及運動も9  
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